
環境教育等促進法に基づく中間支援拠点に

よる協働取組推進の支援

－多様な主体による交流の場とESD関係主体の関わり―

田中拓弥（（一社）コミュニケーションデザイン機構）





環境教育等促進法に基づく中間支援拠点

• 近畿環境パートナーシップオフィス（きんき環境館）

• きんき環境館は「環境教育等による環境保全の取組

の促進に関する法律」（平成15年公布・平成23年改

正・平成24年完全施行）に基づき、パートナーシップ

による環境保全活動の促進を目的に環境省が設置し

た近畿エリアの中間支援拠点

• 国と近畿をつなぎ、2府4県の行政、企業等の事業者、

NGO／NPO、市民団体、教育関係機関、専門家、地

域の環境拠点施設など様々な主体と連携して、パー

トナーシップを創出する場づくりや機会づくりを行って

います。



「協働取組」

• 「協働取組」とは・・・

• 国民、民間団体等、国又は地方公共団体が

それぞれ適切に役割を分担しつつ対等の立

場において相互に協力して行う環境保全活

動、環境保全の意欲の増進、環境教育その

他の環境の保全に関する取組をいう。

• 環境教育等促進法での定義

• 協働ということば自体はもっと一般的



それぞれ適切に役割を分担しつつ

対等の立場において、相互に協力…

• 環境にやさしい地域をつくることに向けて

• 性質の異なる主体のチームで、

全体が得するように協調して活動する

共同

協働
二人以上の者が力を

合わせること

二人以上の者が同

等の資格で所有・利

用・活動すること



• ⑦各主体間の協働取組の在り方の周知

• 連携や協働、パートナーシップという言葉は、様々な

場面で使われています。効果的な協働取組のために

は、各主体の間で、協働取組の進め方や実現される

目標がしっかりと共有されることが不可欠です。

• このような課題に対し、協働取組の指針やガイドライ

ンの策定が地方公共団体等により進められています。

協働取組の経験を蓄積し、効果的な実施のための考

え方を共有していくことが必要です。

• 政府は、自らの又は地域における協働取組の事例、

地方公共団体の協働取組の指針等について調査し、

結果を提供します。また、環境保全に関する協働取組

の在り方について共通理解が広まるよう検討し、実践

の場を通じた取組を進めます。

環境保全活動、環境保全の意欲の増進及び環境教育

並びに協働取組の推進に関する基本的な方針

平成２４年６月２６日閣議決定



近畿における協働取組に関わる事業（一部）

• ①地域が協働した環境学習イノベーション創出事業

いけだエコスタッフ（池田市）【平成25】

• ②子どもによる地域協働と海洋文化の醸成

ＮＰＯ法人 人と自然とまちづくりと（尼崎市・西宮市）【平成25】

• ③川と海つながり共創プロジェクト

プロジェクト保津川（亀岡市及び桂川流域）【平成26】

• ④紀の川（吉野川）流域における地域産業をＥＳＤの視点でいかす教材化

吉野川紀の川源流物語（川上村及び紀ノ川吉野川流域）【平成27】

• ⑤茨木市域のまちと農村をつなぐ環境教育の推進，次世代へ引き継ぐ茨

木のための環境教育の推進【平成27-28】

ビオア（茨木市）

• ⑥近江八幡円山地域の自然と文化の保全と継承の活動，近江八幡円山

地域「ヨシの価値」掘り起こしプロジェクト【平成28-29】

ヨシネットワーク（近江八幡市）

• ヒートアイランド適応策モデル事業【平成25-27】

岡本町町内会（枚方市）、アクトアモーレ店舗会（高槻市）





実践にあたっての仮説

• 多様な主体間による交流の場（プラットホーム）は、関

係主体間の情報交換を円滑にする

• 各主体が取組を相互参照する機会として有用である。

• 多様な主体が交流の場に参加することで価値意識の

異なる取組について情報交換され、各々が自らの取

組を俯瞰する視点で把握する能力が高められると考

えられた。

• このように、プラットホームには、参加者間の情報共

有・交流を効率的に促す機能と同時に、多様な主体

間交流の運営をおこなう人材を育成する機能がある

ことを意識しながら、事業支援をおこなった。
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社会環境・制度

生活環境

自然環境

歴史

文化

経緯

共通理解

成果共有

共通理解

成果共有

【目標像】社会環境・制度

【目標像】生活環境

自然環境

【多様な主体】

【現在】 【将来像】

協力・連携

協働取組

自治体

地域組織

学校・企業…

自治体

情報収集

試行・実施

凡例 【具体的な支援箇所】
多様な主体間

交流

協働推進者の

意志

取組に関する関係主体を五角形で表している。内部では、膝詰めの対話・ヒアリング・検討会・飲み会・勉強会などの（フォーマル・インフォーマルを問わない）コミュニケーションにより、「共通理解」が関係者間で生まれている。また、関係主体の協力・連携により中間的な「成果共有」が進められている。ワークショップ・フォーラム・シンポジウムでの発表、環境ツアーのマニュアル、市と協働して作成する研修機会、環境学習出前授業の報告書、環境保全活動の成果等を、途中段階・暫定的状態であることを確かめつつ、関係者が共有し、協働に向けたステップを確認している。「協働ガバナンスモデル」（佐藤・島岡）に示された「共通の理解」「中間の成果」のプロセスが繰り返されている。



協働取組を推進するための支援の協働取組を推進するための支援の協働取組を推進するための支援の協働取組を推進するための支援の対象対象対象対象

• 【協働体関係者の対話・交流の促進】

– 中間的な成果共有、ホワイトボードなどを用いた議論の見える化、外部視点の導入、小規模

で多様なメンバー構成による意見交換、などが対話を促す上で重要だと考えられた。対話に

よって得た共通の理解・成果を関係者へ伝える広報周知はプロセスを動かす上で重要

• 【協働体外部の諸要素の動向把握】

– 協働取組を推進するためには、関係諸主体の周辺動向について把握することが重要であっ

た。外部の要素は、①歴史・文化・経緯、②社会環境・制度、③生活環境・自然環境、に分け

られた。協働プロセスの途上でも、外部の要素の変化はおきているため、それらの動向把握

は常に必要であった。

• 【協働体による試行・実施】

– 協働取組により環境保全や環境教育などを推進する働きかけ・アクションが試行レベルで必

要であった。具体的な試行を実施するための助言・情報提供を必要に応じて実施した。準備

された選択肢から絞っていく協議を喚起するためには支援が必要であった。

• 【協働取組を前へ進める動機・意欲の醸成】

– 協働取組の核として活動を駆動している団体・キーパーソンの意志・想いがある。個人の意

志を出発点として、関係者の価値観・意識の共有を進めて、公共的に意義のある取組へと

展開する方法は、広く意味のある取組とするための一つの選択肢である。協議→事業成果

の共有をくりかえし、キーパーソン・参加者の意志を確かめながら、進めていく必要があった。



協働体の自治体施策に対する効用・有用性

• 自治体施策としてある公共的な価値の実現

促進（推進者・実施者の拡大）

• 協働のあり方に関する具体的啓発（自治体内

部を含む）

• 計画策定時・見直し時において協働を考慮し

た新たな選択肢の提示



協働の体制づくりのプロセスの事例

• 紀紀紀紀の川（吉野川）流域における地域産業をの川（吉野川）流域における地域産業をの川（吉野川）流域における地域産業をの川（吉野川）流域における地域産業をESDの視点の視点の視点の視点

でいかすでいかすでいかすでいかす教材化教材化教材化教材化

• 【公益財団法人吉野川紀の川源流物語】

• 奈良県川上村を源流とし、和歌山市の海へと流れ

出る紀の川（奈良県では吉野川）。１本の川でつなが

る流域各地では林業、農業、漁業の第一次産業が営

まれ、いずれも独自の自然と水の恵みにより成り立っ

ています。今回の取り組みでは、上流・中流・下流各

地域の産業を通じて培われてきた技や知恵、ひとの

資源を共に掘り起こし、教材化することと、それらを流

域全体で共有し、活用することで、「ちがい」と「つなが

り」を学び、地域の自然と産業を大切にしながらかか

わり続けることを学習する「流域連携型」のしくみづくり

を目指します。





紀の川（吉野川）流域における地域産業をESDの視点でいかす教材化
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【協働のポイント】

各キーマンに対象の

選定、アポを委ねる

コースづくりや会場

確保をキーマンと行う

ヒアリング先との連携

流域協議会（市町村）

担当から聞取り先の

紹介を依頼

ヒアリング先の協力で

実証機会の調整

【平成27年度 事業報告成果発表会資料から引用】



紀の川（吉野川）流域における地域産業をESDの視点でいかす教材化
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１５団体に実施

【平成27年度 事業報告成果発表会資料から引用】



紀の川（吉野川）流域における地域産業をESDの視点でいかす教材化
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上流域【森編】１８名（団体）参加

下流域【海編】１２名（団体）参加

中流域【大地編】１１名（団体）参加

【平成27年度 事業報告成果発表会資料から引用】
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紀の川（吉野川）流域における地域産業をESDの視点でいかす教材化
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【協働のポイント】

【平成27年度 事業報告成果発表会資料から引用】

・ヒアリングによる多様な価値意識の認知

・多様な主体との交流機会（授業研究会）による、より効

果的な役割の認識



考え方の変化 （→目標の明確化）

・ヒアリングによる多様な価値意識の認知

・多様な主体との交流機会（授業研究会）による、より効

果的な役割の認識

ESD・環境

教育の教

材をつくる

ESD・環境教

育を実践する

教員・学校を

支える



紀の川（吉野川）流域における地域産業をESDの視点でいかす教材化
ステークホルダーの変容

【【【【過去過去過去過去】】】】

吉野川紀の川流域協議会

（１２市町村）



紀の川（吉野川）流域における地域産業をESDの視点でいかす教材化
ステークホルダーの変容

【【【【現在現在現在現在】】】】



ア 持続可能な社会の実現に向けた地域協働モデルの創出

⇒協働のモデルを創り出し、その推進を促す

森と水の源流館

（民間団体・奈良県川上村）
紀ノ川農協

和歌山市

（紀ノ川流域協議会事務局）
地域おこし協力隊

紀の川流域（奈良県・和歌山県）での協働取組事業

それぞれの役割を知り地域課題解決に向けたチームづくり

2016年2月

川上村



ESD推進に向けた教員研修会
（近畿ESDコンソーシアムへの参加へ）

• ①多様性を尊重し、多面的にとらえる。

• ②互いに関わり合い相互的な関係をつくる。

• ③連携・協力して、課題解決に取り組む。



成果とプロセス

• 協働取組を推進する事業等を通じて、多様な

主体間の交流の場（プラットホーム）が形成さ

れた。

• 事業において、キーパーソンがプラットホーム

を運営する役割を担い、自律的に協働を推進

する素地が作られた。



その他の事業

• 尼崎市 運河での環境学習施設の利用

• 池田市 環境学習のサポート体制づくり

• 亀岡市 教育委員会研修、小学校との連携

• 茨木市 環境学習の推進と拠点づくり

• 近江八幡市 ESDエクスカーションの試行



御清聴ありがとうございました。


